














































婚外子法定相続分規定合憲決定：最大決平成 7年 7月 5日・民集 49巻 7号
1789頁（平成7年決定）
国籍法違憲判決：最大判平成20年 6月 4日・民集 62巻 6号 1367頁（平成 20
年判決）







































する投票価値較差是正訴訟において、憲法 14条 1項のみならず憲法 15条 1項
および同条3項との適合性も審査されてきたこと、「堀木訴訟」（最大判昭和57






















































2） Brown v. Board of Edc., 347 U.S.294（1956）.
同じであること等に鑑み、同号により両者（またはその父母）の間に「差異が





















































































































































































































以上の 2つ（どのような属性に着目した区別か / 不平等配分されている利益
の重要性）が、平等分野における違憲審査基準の選択に当たり考慮すべき要因
としてしばしばあげられてきたものであるが、その段階で考慮すべき要因はそ
れら 2つに尽きるか。平成 20年判決と平成 25年決定という 2つの婚外子差別
に関する事案を比較しながら考えてみよう。
まず指摘すべきは、平成 20年判決により「部分無効」とされた国籍法 3条 1







































































































高判昭和 57年 6月 23日・判時 1045号 78頁では、父系血統主義を採っていた
当時（1984年改正以前）の国籍法2条 1項の合憲性が争点となったが、同事件
の原告はまさに当時の国籍法のベースの立場（立法者の価値判断）そのものに
正面から挑んだ形となるのであり、その難度は高かったと思われる。婚外子相
続分規定（当時）の合憲性問題も、この観点から説明できよう。民法 900条 4
号（旧規定）の第1文が民法のベースの立場、第2文（但書）が前者に掣肘を
加える（つまり国籍法 12条と同様の）パターンと考えられる。従ってやはり
平成20年判決よりも違憲判断の難度は高いことになる。
むすび
以上のうち特に 3．は、現時点ではあくまで試論であるが、今後より広く国
内外の裁判例を検証することを通じ、それらの有効性・妥当性につき、さら
に考察を深めていきたいと考えている。
（おおいし・かずひこ　筑波大学法科大学院教授）
平等分野における違憲審査手順について
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